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序　　文

　フィリピン共和国は、建設業の発展を国家開発計画の最重要課題の１つと位置づけているが、

その生産は、効率の悪い施工が原因となって低迷している。このため国際協力事業団は、フィリ

ピン政府の要請を受けて、1993年４月から５年間の予定でプロジェクト方式技術協力「フィリピ

ン建設生産性向上計画」を開始し、建設人材養成基金（CMDF）傘下の建設人材養成センター

（CMDC）において、建設施工基準類の開発・普及等、建設生産性向上に係る技術協力を実施し

ている。

　今般はプロジェクト開始から約３年が経過し、協力期間の中間点を迎えたことからプロジェク

トの進捗状況を評価・確認するとともに今後の実施計画について協議するため、1996年（平成８

年）５月14日から同24日まで、建設省建設大臣官房官庁営繕部監督課課長　石井嘉昭氏を団長と

する巡回指導調査団を現地に派遣した。

　本報告書は同調査団の活動状況を取りまとめたもので、今後関係各方面で広く活用されること

を望むものである。

　ここに、調査にご協力いただいた外務省、建設省、在フィリピン日本大使館など、内外関係各

機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。

　平成８年６月

国際協力事業団

社会開発協力部

部長　神田　道男





略 語 対 照 表

ACEL - Associated Construction Equipment Lessors

CCA - Cebu Construction Association

CCDC - Cebu Constructors Development Council

CIAP - Construction Industry Authority of the Philippines

CIMDP - Construction Industry Manpower Development Plan

CMDC - Construction Manpower Development Center

CMDF - Construction Manpower Development Foundation

DAP - Development Academy of the Philippines

DECS-BTVE - Development of Education, Culture and Sports-Bureau of Technical

Vocational Education

DILG - Department of Interior and Local Governments

DPWH - Department of Public-Works and Highways

NCPDP - National Construction Productivity Development Project

NIA - National Irrigation Administration

NMYC - National Manpower and Youth Council

PCA - Philippine Constructors Association

PCAB - Philippine Constructors Accrediation Board

PDP - Productivity Development Program

RCTC - Regional Construction Technical Center

STTB - Sectoral Trade Testing Board

UP-NEC - University the Philippines-National Engineering Center
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１．巡回指導調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　我が国は、1981年に鈴木首相（当時）が提唱したアセアン域内協力構想を基に設立されたフィ

リピン人造りセンター（PHRDC）において、1982年から1991年の間、無償資金協力に加えプロ

ジェクト方式技術協力を実施した。同プロジェクトは、４分野のプログラムから構成されており、

そのうち、建築技術分野では、貿易工業省（Department of Trade and Industry: DTI）が主管

する建設人材養成基金（Construction Manpower Development Foundation: CMDF）及び傘下

の建設人材養成センター（Construction Manpower Development Center: CMDC）を実施機関

として、建設機械運転、建設機械整備、溶接、配管、建築電気、鉄骨・鉄筋作業、ブロック積の

７分野にわたり約3,700名の建設関連指導員の養成を行った。

　同国の建設業の発展は、フィリピンの国家開発計画の中でも最重要課題の１つと位置づけられ

ているが、実際はいまだ非効率な施工によって建設生産性が低迷しているのが現状であり、この

問題の解決のために建設施工基準類（工事標準仕様、生産基準、施工指針等）の開発・普及が課

題となった。このためフィリピン政府は1990年９月、国内唯一の建設訓練機関であるCMDF及び

CMDCを実施機関として建設生産性の向上を目的とするプロジェクト方式技術協力を、改めて我

が国に要請してきた。

　これを受けて国際協力事業団は、1991年５月の事前調査、1992年９月の長期調査を踏まえ、1993

年１月に実施協議調査団を派遣して討議議事録（Record of Discussions: R/D）の署名を取り交わ

し、1993年４月１日から５年間を協力期間として「フィリピン建設生産性向上計画プロジェクト」

の技術協力を開始した。協力開始後の1993年11月には、計画打合せ調査団を派遣している。

　今般は、本プロジェクトの協力開始から３年が経過し、協力期間の中間点を迎えたことから、

本巡回指導調査団を派遣して、プロジェクトの進捗状況を評価・確認するとともに、今後の実施

計画の協議・確認、実施上の諸問題についての協議・調整を行い、今後のプロジェクトの円滑な

実施を図った。

　また、同調査団はこれら調査・協議結果をミニッツに取りまとめ、フィリピン側と署名を取り

交わした。
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１－２　調査団の構成

１－３　調査日程

　期間：1996年（平成８年）５月14日～24日

担当業務 氏  名 所     属 

総  括 石井 嘉昭 建設省建設大臣官房官庁営繕部監督課課長 
Leader Mr. Ishii Yoshiaki Director, Supervision Division, Government Buildings Department, 

Ministry of Construction 
建築施工 清水 豊和 建設省建設大臣官房官庁営繕部建築課建設専門官 
Building Work Mr. Shimizu Toyokazu Senior Deputy-director, Building Division, Government Buildings 

Department, Ministry of Construction 
設備施工 薮  信一 建設省建設大臣官房官庁営繕部設備課課長補佐 
Equipment Work Mr. Yabu Shinichi Assistant Director, Equipment Division, Government Buildings 

Department Ministry of Construction 
建設機械 橋本 正一 建設省関東地方建設局道路部機械課課長 
Construction 
Machinery 

Mr. Hashimoto Shyoichi Director, Construction Machinery Division, Kanto Regional 
Construction Bureau, Ministry of Construction 

建設協力 斎藤 博之 建設省建設経済局国際課指導係長 
International 
Cooperation 

Mr. Saito Hiroyuki Chief of Guidance Section, International Affairs Division, 
Construction Economy Bureau, Ministry of Construction 

協力企画 吉成 安恵 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課 
Cooperation 
Planning 

Ms. Yoshinari Yasue Firs Technical Cooperation Division, Social Development Cooperation 
Department, Japan International Cooperation Agency 

 

日順 月 日(曜) 移 動 及 び 業 務 

１ ５月 14日(火) 成田発 JAL741 便 9:45→マニラ着 13:25 

14:30 ホテルチェックイン 

15:30 JICA 事務所訪問 

17:00 建設人材養成基金（CMDF）訪問 

２ ５月 15日(水) 10:00～10:30 日本大使館表敬訪問 

11:00～11:15 貿易工業省（DTI）訪問 

11:30～13:00 昼食 

14:00～14:30 国家経済開発庁（NEDA）Director と Japan Desk 
15:00～15:30 フィリピン建設業協会（PCA）訪問 

16:30 CMDF へ 

３ ５月 16日(木)  8:30 ホテル出発 

 9:30 カビテ市の建設人材養成センター（CMDC）着 

10:00～12:00 施設、プロジェクト説明、質疑応答 

12:00～13:00 キャンティーンで昼食 

13:00～14:00 施設内視察 

14:00～    専門家・カウンターパートとの協議（CMDC に宿泊） 

４ ５月 17日(金)  9:30 CMDC 出発 10:20 空港着 

11:20 マニラ発グランドエアー103 便→セブ着 12:30 

14:30 ドンボスコ・セブ構内地方建設研修センター（RCTC）着 

    PCTC の視察 

    PCTC の活動説明、質疑応答 

19:00 ホテルへ 

５ ５月 18日(土) 団内打合せ、資料整理 

６ ５月 19日(日) セブ発グランドエアー104 便 13:30→マニラ着 14:40 

７ ５月 20日(月)  9:00 専門家・カウンターパートとの打合せ 

14:00 施工現場視察 

８ ５月 21日(火) 10:00～13:00 第１回合同委員会 

14:00～17:00 全体協議、ミニッツ案作成（その１） 

９ ５月 22日(水)  9:00～17:00 全体協議、ミニッツ案作成（その２） 

10 ５月 23日(木)  9:00～17:00 ミニッツ案作成（その３）、ミニッツ署名・交換 

11 ５月 24日(金) JICA 事務所、日本大使館報告 

マニラ発 JAL742 便 14:45→成田着 19:25 

 



－3－

１－４　主要面談者

(1) 貿易工業省（Department of Trade and Industry: DTI）

Mr. CESAR B. BAUTISTA. M. Sc. Undersecretery

(2) 国家経済開発庁（National Economic and Development Authority: NEDA）

Mr. ROLANDO G. TUNGPALAN Director, Project Monitoring Staff Group

Ms. ATHENA BAQUIZAL-ADAN Assistant Director, Project Monitoring Staff

Group

Ms. ALELI F. LOPEZ-DEE Chief Economic Development Specialist

Ms. EDNA B. CAPACILLO Project Monitoring Staff

(3) 建設人材養成基金（Construction Manpower Development Foundation: CMDF）

Ms. ALICIA  A. TIONGSON Officer in Charge of Executive Director

Mr .FLORENCIO G. SISON Deputy Executive Director

Ms. ZENAIDA C. MATURAN Manager, Productivity Research Division

Mr. ERNESTO V. ARCENAS Manager, Testing and Certification Group

Mr. RICARDO C. FERNANDES Manager, Business Development Group

(4) 建設人材養成センター（Construction Manpower Development Center: CMDC）

Mr. JEFFEREY C. ZAMORA Manager, Training Development Group

Mr. D. B. R. NAVERA Hend, Building Construction Works (BCW)

E. G. SANCHEZ Hend, Building Construction Works (BCW)

A. V. LUCIANO Head, Industrial Construction Works (ICW)

G. C. PAGULAYAN Head, Industrial Construction Works (ICW)

E. C. DATOR Head, Industrial Construction Works (ICW)

(5) フィリピン建設業協会（Philippine Constructors Association: PCA）

Mr. ROGER M. MURGA President of PCA/President of EEI Corporation

Mr. MANOLITO P. MADRASTO Executive Director

Mr. RICARDO C. PONCIANO Assistant Director

(6) セブ地方建設研修センター（Regional Construction Training Center: RCTC-CEBU）

MR. JACINTO D. VILLAFLOR Heavy Equipment Works Supervison

(7) ドンボスコ技術センター（Don Bosco Technology Center）

Father DANIEL ELEMIA, SDB Rector

(8) フィリピン建設産業局（Construction Industry Authority of Phllippines: CIAP）

Mr. RAMON S. YAZON Chief. Policy Formulation and Program

Monitoring Division
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Ms. LILIAN G. SALONGA Planning Officer

(9) セブ建設業協会（Cebu Contractors Association: CCA）

Mr. WILLY T. GO President

(10) Project Exponent Group (PEG)＝エンロールした会社のコアグループ

(11) 日本大使館

廣川　誠一 一等書記官

(12) JICAフィリピン事務所

橋本　明彦 所長

力石　寿郎 次長

江尻　幸彦 班長

岩崎　英二 担当
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２．要　約

　本巡回指導調査団は、1996年５月14日から同24日までの日程でフィリピン共和国を訪問し、

「フィリピン建設生産性向上計画プロジェクト」の進捗状況を評価・確認するとともに、今後の

実施計画について、日本人専門家チーム及びフィリピン側関係各機関と協議した。協議結果はミ

ニッツ（付属資料１．）に取りまとめ、フィリピン側と合意の署名を取り交わした。

　調査結果の概要は、以下のとおりである。

(1) プロジェクトの進捗状況

　プロジェクト活動は、基本的に討議議事録（R/D）に即して実施されている。ただし、

１）「作業能率評価システム（Work Rerformance Evaluation System）」の実施方法

２）「研修・資格制度」のレベル内容の設定及び実施方法

の２活動については、具体的な活動プロセス及び成果が明確にされていないので、今後フィ

リピン側と日本人専門家チームが議論して、明確にする必要があることを確認した。

　投入については、日本側、フィリピン側の実績を確認した。なお、フィリピン側の実施機

関が再編されたが、再編後、プロジェクトの各分野に対応するカウンターパートとプロジェ

クトスタッフが明確にされていなかったため、それを明確にした。

(2) 今後のプロジェクト活動計画

　現時点における状況を把握し、今後プロジェクト目標に向け、より具体的かつ効果的に活動

を実施するため、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の見直しを行い、それに

沿って活動計画（Plan of Operation: PO）と年間計画も見直した。

　主要見直し箇所は次のとおりである。

・指標： 下記の数値を、より現実的な数に修正した。

エンロール社 ＝　350→　100社（修正後）

資格者 ＝　350→　200名（　〃　）

研修終了者 ＝3,500→2,000名（　〃　）

(3) 合同委員会

　調査団滞在中の５月21日、第１回合同委員会を開催した。

(4) 提言

　調査団は一連の協議・視察を通じ、フィリピン側のプロジェクトに取り組む対応が以前に比
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べて改善され、積極的になっていることを確認した。ただし、残る２年間にプロジェクト目標

を十分達成するには、フィリピン側が以下の取り組みを行う必要があることを提言した。

１）プロジェクト活動を確実にするため、十分な投入を行うこと。

①　カウンターパート及びプロジェクトスタッフの十分な配置

②　プロジェクト活動経費の必要十分な予算確保

③　供与機材の効果的な（特に研修プログラム改善に資する）活用

２）プロジェクトで設定した資格制度を産業界に定着させるため、建設人材養成基金

（CMDF）はプロジェクト活動実施にあたって、フィリピン建設産業局（CIAP）、公共事

業道路省（DPWH）、運輸通信省（DOTC）、フィリピン建設業協会（PCA）など官民関

係諸団体との連携強化に努力すること。

３）資格制度及び「作業能率評価システム」を効果的に実施するため、具体的な実施計画を策

定すること。
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３．プロジェクトの進捗状況

３－１　投入実績

(1) 日本側の投入

１）専門家派遣実績

　日本側はプロジェクト開始以来、チーフアドバイザー、業務調整並びに建築、建設機械、

設備各分野の長期専門家延べ12名、短期専門家延べ19名を派遣した。（専門家リスト、派遣

期間、派遣分野等の詳細は、付属資料２．を参照。）

２）研修員受入

　1993年５月から1995年12月までの間に、フィリピン側研修員計２名を日本研修に受け入れ

た。（研修員リスト、研修分野、受入期間については、付属資料３．を参照。）

３）機材供与実績

　平成５年度（1993）はローダ、コンピューターなど7,200円、同６年度（1994）はバック

ホー、グレーダなど6,900万円、同７年度（1995）はドーザ、測定工具、修理工具など１億

2,540万円、合計２億6,640万円の機材が供与された。（付属資料４．を参照。）

(2) フィリピン側の投入

１）実施運営組織体制

　フィリピン側の実施機関は、貿易工業省（DTI）に属する建設人材養成基金（CMDF）で

ある。

①　CMDF

　CMDFは、プロジェクト半ばに入った1995年７月、組織改編を行い、図－１のとおりの

組織構成となっている。

　なお、CMDFには、理事会（CMDF BOARD）があり、運営方針、会計等組織の重要

事項の審議を行っている。
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３）プロジェクト運営経費

　フィリピン側が、下記の予算をプロジェクト運営経費として支出した。

平成５年度（1993）  740万ペソ

平成５年度（1994）1,171万ペソ

平成７年度（1995）1,390万ペソ

４）供与機材の保守管理状況

　主要な供与機材の中でも建設機械は1994年にセブの地方建設研修センター（RCTC）にエ

クスカベータ（311）、ドーザ（D6H）が、翌1995年にはカビテのCMDCにエクスカベータ

（320）、またRCTCにローダ（950F-2）、グレーダ（120G）が既に配備されている。さら

に1996年にドーザ、ローダ、グレーダが各１台ずつCMDCに配備予定であり、全体として

機種８台の建設機械が供与されていることとなる。

　配備中の建設機械の管理状況は、施設での格納や整備状態が良好なうえに、機械も新しい

ことから、これまでに軸受等のグレースアップやオイルエレメントの交換といった軽度の整

理にとどまっている。また、それ以外の資機材についても数量及び状態とも異常のないこと

を確認した。

　これらの供与資機材の利用状況を見ると累計時間で300時間を超えて利用されている機材

がある一方、インジェクションポンプテスター、３基のディーゼルエンジンなどについて

は、利用率や利用に改善の余地があることから、今後は建設機械類のパイロット工事への投

入計画等も含めた機材の安定利用のための計画を、日本側長期専門家とCMDF側で早期に取

りまとめる必要がある。

　また、建設機械の稼働に伴い、維持修理費予算の確保、技術指導者の育成、施設の整備機

能の充実等が必要となるが、なかでも建設機械の修理のための長期休止を回避することが重

要であり、そのためには予防保全型の定期的な整備の実施が有効である。
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３－２　プロジェクトの活動状況及び今後の対応課題

(1) 工事仕様・施工管理・作業能率標準に係るハンドブックの作成

　標記のプロジェクト活動状況と今後の対応課題を、プロジェクト・デザイン・マトリックス

（PDM）の区分に従って取りまとめた結果は、以下のとおりである。

成　　果 指　　標
フィリピンにおける適切な施工に関する基
準・標準類が策定される。

工事仕様・施工管理・作業能率ハンドブックが
平成７・８両年度に作成される。

活　動　事　項 活　動　状　況 今後の対応課題 備考
1-1 作業能率評価システム

（WPES）・データ管
理システムを開発す
る。

1-2 建設会社登録システム
を開発・稼働する（エ
ンロールシステム）

1-3 技術委員会、サブコミ
ティーを発足させる。

1-4 登録された建設会社か
ら作業能率評価システ
ムによる作業能率デー
タの収集を行う。
（WPES）

1-5 収集データの解析・評
価並びに建設工法の研
究を行う。

1-6 技術委員会との協議を
経て施工に関する基
準・標準類策定。

・システムイメージの検討

・現在 19社が参加
・Total Quality

Management (TQM)研
修実施

・技術委員会
　1993年５月から5回開催
・サブコミティー
　1993 年 12月から
　土工事　　　　　 13 回
　くい工事　　　　 13 回
　鉄筋工事　　　　  9 回
　コンクリート工事  8 回
　型枠工事　　　　 11 回
　鉄骨工事　　　　 15 回
　電気設備工事　　  8 回
　衛生工事　　　　  9 回
　空調工事　　　　  7 回
・くい工事、鉄骨工事のサ

ブコミティーの活動を
WPES の書式検討から、
ハンドブック検討に拡大

・パイロット測定のみ終了
・WPES は、工事の量的評

価と質的評価に分けて書
式を作成する方針策定

・パイロット調査の実施

・サブコミティーの承認を
完了

・インプット、アウトプッ
トの明確化

・目的の明確化

平成７年度末　　 50 社
平成８年度末　　100 社
　　　計　　　　 50 社

・技術委員会に PEG から
のメンバーを参画させる

・サブコミティーの活性化

・量的評価シートの項目の
選定（作業計画に必要な
項目に限定）

・質的評価シートの安定化
の範囲の検討

・エンロールされた会社の
対象工事リストアップ

・評価シート作成実施
・量的評価は施工歩掛に反

映
・質的評価は QC７つ道具

により分析し、ハンドブ
ックに KAIZEN の章と
して作成

・技術委員会の協議を実施
予定
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(2) 建設技術者・監督者・プロジェクトマネージャーを対象とした新規研修の策定

　標記のプロジェクト活動状況と今後の対応課題は、以下のとおりである。

(3) 建設技術者・監督者・プロジェクトマネージャーを対象とした研修終了資格制度の策定

　標記のプロジェクト活動状況と今後の対応課題は、以下のとおりである。

成  果 指  標 
建設人材養成基金（CMDF）で、上記基準・
標準類を活用して、建設技術者・監督者・プロ
ジェクトマネージャー（PM）が訓練される。 

プロジェクト終了までに、建設技術者、監督者、
PMが 3,500 名訓練される。 

活 動 事 項 活 動 状 況 今後の対応課題 備考 
2-1 建設技術者、監督者、

PM に対し、ハンドブ
ックを活用した研修を
計画する。 

 
2-2 研修カリキュラムを技

術委員会と協議し確定
する。 

 
2-3 訓練コースを準備、開

催する。 
 

・各職階の業務分析実施 
・CMDC内で研修計画の検
討と案の作成 

 
 
 
 
 

・資格制度との関連の検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
・地方研修センターでの研
修講師の養成 

 

 

 
 
 
 
 
 

成  果 指  標 
上記基準・標準類を活用して、建設技術者、監
督者、PMの資格・研修制度が確立される。 

プロジェクト終了までに資格制度による有資
格者 350 名が認定される。 

活 動 事 項 活 動 状 況 今後の対応課題 備考 
3-1 上記基準類を活用し、

建設技術者、監督者、
PM のための資格制度
の要件、検定方法を開
発する。 

 
 
3-2 資格制度の内容を技術

委員会と協議、確定す
る。 

 
 
 
 
3-3 業者登録、業者ランク

制度との関係を協議す
る。 

 
3-4 資格制度を実施する。 
 
 

・資格制度の必要性、日本
の制度の説明を産業界に
実施し理解を得た。 

・対象者、資格の種類、受
検資格、検定方法、スケ
ジュールについて検討。 

 
 
 
 
 
 
 
 
・日本での扱いを説明 
 
 
 
・実施スケジュールを検討 

 
 
 
 
 
 
 
・ 技術委員会には資格制度
を決定する権限がないた
め、Professional Regu- 
lation Committee を含
む委員会を設定し、そこ
で協議、決定する。 

 
・上記委員会で協議するかフ
ィリピンの PCAC で協議
する。 

 
・実施機関特に地方での実施
方法の検討が必要。 
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(4) 基準ハンドブック類の継続的改良システムの策定

　標記のプロジェクト活動状況と今後の対応課題は、以下のとおりである。

成  果 指  標 

プロジェクト終了までに、基準類の継続的な改
良システムが確立される。 

プロジェクト終了までに工法改良、データ収
集、技術委員会がシステム化される。 

活 動 事 項 活 動 状 況 今後の対応課題 備考 

4-1 継続的なデータ収集、
工法改良研究システム

を確立する。 
 
 
 
 
 

4-2 データ収集、工法改良
研究を実施する。 

 
 
 
 

 
 
4-3 基準・標準類を自主的

に改善できる人材を育
成する。 

 

 

・エンロールメントシステ
ムの確立（1996 年１月） 

・TQM 活動により、QC７
つ道具等の手法の普及 

・作業能率測定針の翻訳 
・サブコミティーでの検討

実施 
 

・パイロット調査の実施 
 
 
 

・改善事例の収集 
・モニタリング書式の確定 

・日本及び他の国における
データの収集 

・データ分析プログラムの
開発 

 
 

・各工事種目につき、最低
１件／年の工法改良を実
施 

・工法改良のプロセスをハ
ンドブックに記載 

・エンロールした社会での

改良事例の収集・普及 
 
・施工現場のモニタリング

を通して、カウンターパ
ートに工法改良の手法を
指導 
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４．今後のプロジェクト活動計画

　今後のプロジェクト活動計画についての協議は、途中合同委員会をはさみ、５月20日から22日

まで行われた。特に、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の改訂については、プロ

ジェクトを今後実施していく際にも、最終的に評価する際にも指標となるべき基準であり、フィ

リピン側カウンターパートとの間で、友好的な雰囲気の中、真剣かつ活発な議論が行われ、最終

的に合意・署名された。

４－１　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

　PDMについては、従来のPDMが計画打合せ調査の際のミニッツと表現に微妙な差異があるこ

と、表現に曖昧な点があること、及びプロジェクトの現状に配慮して、双方合意の上、一部表現

を改めた。また、プロジェクトを実施していく中でその導入の重要性が認識された、Total Quality

Management (TQM)についても、双方合意の上、新たにPDM中に明記した。（改訂後のPDMに

ついては付属資料１．ミニッツ（ANNEX 4）を参照。）

　主な変更点は以下のとおりである。

①　Overall Goal

　フィリピン側の意向及び討議議事録（R/D）の趣旨にかんがみ表現を改めた。

②　Project Purpose

　曖昧な表現を明確にするとともに、指標についてはプロジェクトの現状に配慮して数値

を改めた。

③　Outputs

　R/Dの趣旨をかんがみるとともに、プロジェクトの現状に配慮し、表現及び指標の数値

を改めた。また、上述したとおり、TQMについて新たに追加した。

④　Activities

　R/Dの趣旨とプロジェクトの現状に配慮するとともに、Outputsの表現にそろえて表現

を改めるとともに、TQMに関する項目を新たに追加した。

４－２　活動計画（Plan of Operation: PO）

　PDMに合わせて、表現及び指標の数値について改めた。

　改訂版はミニッツANNEX 5.を、改訂前のPOについては付属資料９．を参照する。
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４－３　1996年年間計画及び投入計画

　PDMに合わせて、表現及び指標の数値について改めた。

　改訂版はミニッツANNEX 6.を、改訂前の年間計画については付属資料10．を参照。
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５．その他

　合同委員会の協議結果は以下のとおりである。

　本調査団の訪フィリピンに合わせて、これまで開催されていなかった合同委員会が開催された。

本委員会の実施については計画打合せ調査の際のミニッツには特に記述されていなかったが、今

後のプロジェクト運営を行っていくうえで必要不可欠であるという認識に立ち、今回初めて開催

されたものである。なお、その設置については今回の調査団とフィリピン側の間で正式に合意さ

れ、ミニッツに記載及び署名された。

　合同委員会の構成はミニッツANNEX 7.のとおりである。

　議事は、フィリピン側カウンターパートのトップであるチョンソン女史によるプロジェクト及

び合同委員会に関するプリーフィングの後、質疑応答が行われた。今回の合同委員会で議論され

た点は以下のとおりである。

・プロジェクトの現状及び遅れの原因

・資格制度

・カウンターパートの不足

・プロジェクト・デザイン・マトリックス

・セブ地方建設研修センターの建設機械の有効利用

・調査団の評価





付　属　資　料

１．ミニッツ

２．専門家派遣実績

３．研修員受入実績

４．機材供与実績

５．建設人材養成基金（CMDF）詳細組織図

６．貿易工業省（DTI）組織図

７．フィリピン建設産業局（CIAP）組織図

８．カウンターパート配置実績

９．活動計画（改訂前）

10．1996年年間計画及び投入計画（改訂前）
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